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出産を目的とした妊婦移動と後期高齢者の死亡動向について（福島県および周辺県） 
 

後期高齢者の死亡動向 

 目的 

東日本大震災では地震だけでなく津波や原発事故により広範囲に甚大な被害が及び、被
災者への短期的・長期的影響が懸念されている。震災による犠牲者の 66％が 60 歳以上の
高齢者であったことから、震災の影響は各年齢層の心身社会的背景を考慮した上で検討す
る必要がある。高齢者は予備能が低く、震災に関連したストレス、環境の変化等により体
調の悪化を来しやすいことから、後期高齢者への震災の影響を死因内訳の経時的変化、
Joinpoint 回帰分析による死亡率の動向から検討した。 
 

検討②：後期高齢者の死因内訳の経時変化 

 解析方法 

1995年から2016年に登録された全死亡票24,172,928件から都道府県・死亡年齢・出生年
号・死亡年号の不詳及び欠損、国外居住、死亡年と登録年の不一致を除外し、75歳以上の
日本人計15,552,561件を解析対象とした。死因は死亡票の原死因・外因符号のICD10コー
ドを参照し、原死因のみ登録されている場合は原死因、原死因と外因符号の両方が登録さ
れている場合は外因符号を抽出した。対象死因は以下の通り高齢者に特徴的な肺炎、誤嚥
性肺炎、老衰、及び外因死（地震・津波による死亡は「不慮の損傷のその他の外因」に含
む）とし、集計した。 
 
対象死因 

・肺炎                   ・老衰 
・誤嚥性肺炎                ・不慮の損傷のその他の外因 
・傷病及び死亡の外因の続発         ・後遺症 ・故意の自傷及び自殺 
・交通事故                 ・不慮か故意か決定されない事件 
・内科的及び外科的ケアの合併症       ・加害にもとづく傷病及び死亡 
・法的介入及び戦争行為           ・その他 
 

 考察・結果 

図Ⅴ、表Ⅱに県別に死因の内訳と死亡数を示す。後期高齢者の全死因のうち対象死因が
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占める割合は、2011 年の岩手・宮城以外の 8 県と全国において概ね 20～30％であった。
「不慮の損傷のその他の外因」には地震及び津波による死亡が含まれるため、震災の被害
が大きかった福島・岩手・宮城の 3 県において 2011 年のみ突出して高かったが、2012 年
以降は震災前と同じような傾向に回復しており単年の影響であった。2010 年頃より肺炎の
割合の低下傾向、老衰の割合の上昇傾向がみられるが、他県においても同様の傾向がみら
れた。 

 
検討③：Joinpoint回帰分析を用いた肺炎、誤嚥性肺炎、老衰の死亡率の動向把握 

 前年度までに 1995-2015 年までの Joinpoint 回帰分析を行い、各疾患の長期的な動向の把
握、及び 2011 年における変曲点の存在の有無の 2 点から、後期高齢者の対象死因に対する
震災の長期的な影響を検討していた。2015 年までの結果からは明らかな震災の影響がみら
れていなかった。 
本解析に必要な年齢調整死亡率（以下、ASR）の算出には国立がんセンターの公表値を利

用しているが、現時点で 2016 年以降の人口データは公開されていない。したがって、人口
が公表され次第、追加解析を行うこととする。 
 

 まとめ 

東日本大震災による後期高齢者への影響を死因内訳と死亡率の経時変化から検討した結
果、2011年には全死因が顕著に増加していたが、その影響は2011年の単年にとどまってい
た。 
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図Ⅴ_1 後期高齢者の死因内訳（47都道府県） 

図Ⅴ_2 後期高齢者の死因内訳（福島） 

図Ⅴ_3 後期高齢者の死因内訳（岩手） 
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図Ⅴ_4 後期高齢者の死因内訳（宮城） 

図Ⅴ_5 後期高齢者の死因内訳（山形） 

図Ⅴ_6 後期高齢者の死因内訳（茨城） 
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図Ⅴ_7 後期高齢者の死因内訳（栃木） 

図Ⅴ_8 後期高齢者の死因内訳（群馬） 

図Ⅴ_9 後期高齢者の死因内訳（埼玉） 
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図Ⅴ_10 後期高齢者の死因内訳（千葉） 

図Ⅴ_11 後期高齢者の死因内訳（新潟） 
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表Ⅱ 後期高齢者の死因別死亡数 
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